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平成18年６月橋本市議会定例会会議録（第６号）の３ 

平成18年６月28日（水） 

                                           

       

 日程第３ 議案第18号 橋本市国民保護

対策本部及び橋本市緊急対処事態対策本

部条例の制定について から、日程第５ 

議案第21号 橋本市職員の給与に関する

条例の一部を改正する条例について ま

での３件 

○議長（上田順康君）日程第３ 議案第18号 

橋本市国民保護対策本部及び橋本市緊急対処

事態対策本部条例の制定について から、日

程第５ 議案第21号 橋本市職員の給与に関

する条例の一部を改正する条例について ま

での３件を一括議題といたします。 

 本案に関し、委員長の報告を求めます。 

 総務委員会委員長 １番 中上君。 

〔１番（中上良隆君）登壇〕 

○１番（中上良隆君）おはようございます。

それでは委員長報告を行います。 

 去る６月15日の本会議において、本委員会

に付託された議案第18号 橋本市国民保護対

策本部及び橋本市緊急対処事態対策本部条例

の制定について、議案第19号 橋本市国民保

護協議会条例の制定について、議案第21号 

橋本市職員の給与に関する条例の一部を改正

する条例について を審査するため、６月20

日に委員会を開催し、慎重審査の結果、いず

れも賛成多数で原案のとおり可決すべきもの

と決しましたので、以下その概要を報告いた

します。 

 議案第18号、議案第19号及び議案第21号は、

いずれも武力攻撃事態等における国民の保護

のための措置に関する法律、いわゆる国民保

護法の施行に伴う所要の制定である。 

 議案第18号は、武力攻撃事態または緊急対

処事態において指定を受けた市町村は、当該

市町村の区域に係る国民の保護のための措置、

または緊急対処保護措置の総合的な推進に関

する事務をつかさどるための市町村国民保護

対策本部、または市町村緊急対処事態対策本

部を置くこととされたことに伴い、同法に定

めるもののほか、橋本市国民保護対策本部及

び橋本市緊急対処事態対策本部の組織及び運

営に関し、必要な事項を定めるものである。 

 議案第19号は、市域に係る国民の保護のた

めの措置に関し、広く住民の意見を求め、当

該措置に関する施策を総合的に推進するため、

橋本市国民保護協議会を設置することに伴い、

同法に定めるもののほか、橋本市国民保護協

議会の組織及び運営に関し、必要な事項を定

めるものである。 

 議案第21号は、同法及び災害対策基本法の

規定に基づき、手当に災害派遣手当及び武力

攻撃災害等派遣手当を加えるものである。当

該手当は、同法の規定に基づき、国または他

の地方公共団体から派遣された職員で、住所

または居所を離れ、本市の市域に滞在する者

に限り支給できる手当であり、国民保護対策

の一環として制度の整備を図るものである。 

 委員から、日本国憲法第９条で戦争の放棄

について明記されているにもかかわらず、武

力攻撃事態等を想定した制度を早期に整備す

る必要があるのか とのただしがあり、万が

一武力攻撃事態等が発生し、内閣総理大臣か

らその指定を受け、国民保護対策本部等を設

置しなければならない事態に備え、制度を事

前に整備する必要があり、危機管理体制の整

備充実を図るものである との答弁がありま

した。 

 派遣された職員が、その業務が原因となっ
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て事故に遭遇した場合の補償制度について 

ただしがあり、派遣される職員の身分は公務

員であり、派遣業務が原因となった事故につ

いては公務災害が適用される との答弁があ

りました。 

 武力攻撃事態への対処において、消防はど

ういった役割を担うのか とのただしがあり、

武力攻撃等により火災が発生した場合、対策

本部長の命により消火活動を行い、被害を最

小限に抑える役割を担うことになる。具体的

な行動内容については、今後、橋本市国民保

護計画を策定し、明確にしたい との答弁が

ありました。 

 派遣先は危険な状況であると予想されるが、

命令を受けた職員がその派遣業務を拒否でき

るのか とのただしがあり、命令を受けた職

員には、その職務を果たす義務があると認識

している。ただし、武力攻撃等が終息した後

における消火活動等、被害軽減のための活動

が原則であるとされており、武力攻撃事態の

真っただ中に派遣されることはないと認識し

ている との答弁がありました。 

 討論に入り、反対の立場から、国内すべて

の自治体で制度化されようとする中、本市だ

け未整備とはいかないが、日本が再び戦争に

参画する危険な方向に向かっていると危惧し

ている。全国民、全市民的な世論から、憲法

９条を守っていく立場で、本条例の制定に反

対する との討論がありました。 

 賛成の立場から、憲法第９条に抵触しない

範囲での防衛について議論が行われている中、

本市においても市民を守る責務があり、国際

ルールや国際条約を無視した武力攻撃等に備

え、危機管理体制の整備が必要であるため、

本条例の制定に賛成する との討論がありま

した。 

 以上、委員長報告を終わります。議員各位

のご賛同、よろしくお願いいたします。 

○議長（上田順康君）ただ今の委員長報告に

対する質疑を行います。 

 質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（上田順康君）質疑がないようですの

で、質疑を終結いたします。 

 これより、議案第18号から議案第21号まで

の３件について、一括して討論に入ります。 

 討論する方ありませんか。 

 23番 富岡君。 

〔23番（富岡清彦君）登壇〕 

○23番（富岡清彦君）議案第18号 橋本市国

民保護対策本部及び橋本市緊急対処事態対策

本部条例ほか関連２条例に反対の立場から討

論を行います。 

 この条例の本体は武力攻撃事態法で、これ

に基づき、国民保護法、米軍支援法、特定公

共施設利用法など関連７法案が策定され、そ

れぞれが密接な関係があります。これらの法

案の最大の目的は、アメリカが海外で引き起

こす戦争に自衛隊を参戦させることにありま

す。また、この戦争に、罰則を設け国民を動

員するという、極めて危険な法案であります。 

 アメリカの先制攻撃戦略に従い、日本が他

国から攻められなくても、米軍の戦争を支援

し、国民を動員する体制づくりの法案であり

ます。国民、地方自治体、民間組織に対し、

軍事行動を強制的に義務付けるものです。病

院、学校、公民館などの施設を米軍や自衛隊

に提供したり、医療機関や輸送業者も動員さ

れます。また、有事の場合、土地取り上げや

強制収用なども行われ、拒否した者には罰則

が科せられます。 

 日本をアメリカ言いなりの海外で戦争する

国につくりかえるためであり、憲法９条を変

える動きと同じものであります。日米安保条

約のもとでの軍事協力の強化は、日本を現実

に有事にしかねない最大の脅威となっていま



－307－ 

す。大震災や大災害は人間の力では防げませ

んが、戦争は外交、政治の力で抑えることが

できます。世界に誇れる日本の平和憲法９条

を守り、平和外交の努力こそが重要であると

考えます。 

 国民保護条例の橋本市での制定は、日本の

平和を根底から崩すものとなると考え、反対

をいたします。 

 以上です。 

○議長（上田順康君）ほかに討論する方あり

ませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（上田順康君）ないようですので、こ

れをもって討論を終結いたします。 

 これより、議案第18号 橋本市国民保護対

策本部及び橋本市緊急対処事態対策本部条例

の制定について から、議案第21号 橋本市

職員の給与に関する条例の一部を改正する条

例について までの３件を一括して採決いた

します。 

 委員長報告は可決であります。 

 委員長報告のとおり決することに賛成の諸

君の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○議長（上田順康君）起立多数であります。 

 よって、議案第18号から議案第21号までの

３件は、委員長報告のとおり可決されました。 

                     

 日程第６ 議案第25号 公の施設の指定

管理者の指定について と、日程第７ 議

案第26号 市道の認定について の２件 

○議長（上田順康君）議案第25号 公の施設

の指定管理者の指定について と、日程第７

議案第26号 市道の認定について の２件を

一括議題といたします。 

 本件に関し、委員長の報告を求めます。 

 経済建設委員会委員長 ４番 平木君。 

〔４番（平木哲朗君）登壇〕 

○４番（平木哲朗君）おはようございます。

それでは委員長報告を行います。 

 去る６月15日の本会議において本委員会に

付託された議案第25号 公の施設の指定管理

者の指定について、議案第26号 市道の認定

について を審査するため、６月21日に委員

会を開催し、慎重審査の結果、いずれも全会

一致で原案のとおり可決すべきものと決しま

したので、以下その概要を報告いたします。 

 議案第25号は、地方自治法第244条の２第６

項の規定に基づき、橋本市高野口山村体験交

流促進センターの指定管理者として、ふるさ

と体験村管理組合を指定し、指定期間は平

成18年８月１日から平成21年３月31日までと

するものである。 

 委員からは、指定管理者となる「ふるさと

体験村管理組合」の名称は目的を明確にした

ものであり、この組合を結成された背景、考

え方について ただしがあり、３月より「地

元で体制づくりを」との考えで協議を重ね、

名称を決定し、地域の森林景観、保全を総合

的に活用し、林業山村体験等を通して都市と

の交流を促進し、農林業者の就業と所得の向

上を図ることを目的として設立した との答

弁がありました。 

 開館後、現在までの交流センター催し予定

事業の実績と施設の利用状況について ただ

しがあり、交流センターが３月末に完成し、

４月にパンフレットと体験希望アンケートを

まちづくり事業（ハイキング等）の参加

者4,100人に送付している段階であり、まだ催

し予定事業は実施していないが、今後に向け

て体験案内等ＰＲに努めたい。なお、施設貸

し出し件数は４件である との答弁がありま

した。 

 議案第26号は、あかね台１号線から６号線、

あかね台歩専１号線及び２号線、市脇川支線、

橋本高野橋西側道線、橋本高野橋東側道線
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の11路線を新たに市道として認定するもので

あり、委員会はさきに現地に赴き、調査の後

審査を行いました。 

 委員から、あかね台の側溝はコンクリート

ぶたであり、地区の溝掃除が困難であるため、

開発協議等の中で３割はグレーチングにして

はどうか とのただしがあり、今後、十分注

意して開発業者と協議をしたい との答弁が

ありました。 

 市道の完成から数年が経過していると思わ

れる路線があるが、交付税の増額等につなが

ることから早期に認定ができなかったのか 

とのただしがあり、当路線の換地処分は平

成18年５月１日であり、土地区画整理組合で

換地処分後、市に移管となるため早期認定は

できない との答弁がありました。 

 議員各位のご賛同をよろしくお願いします。 

○議長（上田順康君）ただ今の委員長報告に

対する質疑を行います。 

 質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（上田順康君）質疑がないようですの

で、質疑を終結いたします。 

 これより議案第25号の討論に入ります。 

 討論する方ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（上田順康君）討論がないようですの

で、討論を終結いたします。 

 これより、議案第25号 公の施設の指定管

理者の指定について を採決いたします。 

 委員長報告は可決であります。 

 委員長報告のとおり決することにご異議あ

りませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（上田順康君）ご異議なしと認めます。 

 よって、本案は委員長報告のとおり可決さ

れました。 

                     

○議長（上田順康君）これより議案第26号の

討論に入ります。 

 討論する方ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（上田順康君）討論がないようですの

で、討論を終結いたします。 

 これより、議案第26号 市道認定について 

を採決いたします。 

 委員長報告は可決であります。 

 委員長報告のとおり決することにご異議あ

りませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（上田順康君）ご異議なしと認めます。 

 よって、本案は委員長報告のとおり可決さ

れました。 

                     

 日程第８ 議案第20号 橋本市デイサー

ビスセンター設置及び管理条

例の制定について 

○議長（上田順康君）日程第８ 議案第20号  

橋本市デイサービスセンター設置及び管理条

例の制定について を議題といたします。 

 本案に関し、委員長の報告を求めます。 

 文教厚生委員会委員長 ５番 岩田君。 

〔５番（岩田弘彦君）登壇〕 

○５番（岩田弘彦君）皆さん、おはようござ

います。それでは委員長報告をさせていただ

きます。 

 去る６月15日の本会議において、本委員会

に付託された議案第20号 橋本市デイサービ

スセンター設置及び管理条例の制定について 

を審査するため、６月22日に委員会を開催し、

慎重審査の結果、全会一致で原案のとおり可

決すべきものと決しましたので、以下その概

要を報告いたします。 

 議案第20号は、合併に伴い、旧高野口町で

設置管理していた「高野口町デイサービスセ

ンター」を新市において引き継いだため、名
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称の変更や介護保険法の改正に基づく事業等

の内容を変更するものである。また、デイサ

ービスセンターの管理を指定管理者に行わせ

ることができるよう変更するものである。 

 高野口町デイサービスセンターについて、

旧高野口町が事業認可を受けていないという

ことであるが、条例化によりどう変化するの

か。また、両センターの指定管理者制度導入

時期をどう考えているのか とのただしがあ

り、橋本デイサービスセンターは、本市が県

の通所介護の指定事業所として認定を受けて

いるが、高野口町デイサービスセンターは高

野口町社会福祉協議会が県の指定を受けてサ

ービスの提供を行っているため、旧町が保有

する施設を同協議会に貸与していた。しかし、

新市において引き継ぎ、橋本市公有財産規則

の規定により行政財産は貸し付けできないた

め、新橋本市社会福祉協議会の発足以降、指

定管理者制度を導入したい。橋本デイサービ

スセンターについては、社会福祉センターの

複合施設の中に設置しているため、すぐに制

度を導入することは困難である との答弁が

ありました。 

 議員各位のご賛同をよろしくお願いいたし

ます。 

○議長（上田順康君）ただ今の委員長報告に

対する質疑を行います。 

 質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（上田順康君）質疑がないようですの

で、質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 討論する方ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（上田順康君）討論がないようですの

で、討論を終結いたします。 

 これより、議案第20号 橋本市デイサービ

スセンター設置及び管理条例の制定について 

を採決いたします。 

 委員長報告は可決であります。 

 委員長報告のとおり決することにご異議あ

りませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（上田順康君）ご異議なしと認めます。 

 よって、本案は委員長報告のとおり可決さ

れました。 


